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　　The　Intemational　Charter　of　Physical　Education　and　Spo竹s，adopted　by　the　United　Nations
Educationa1，Scientific，and　Cultural　Organization　on由e21st　of　November，1978clearly　provides
that　go▽emments　shall　beresponsibletotheirpeoples　forthe　constmction　of　spoれs　facilities．The
1apanlllgovl㎜lntapprovldthladoptionofthil1haれer；nevlれhl11ll，wlltindonothavl
adequate　spor［s　facilities．
　　Wecanconfi㎜theexistenceofarighttospoれsintheConstitution，whosepursuitofhappiness
c1ause　in　Article13can　be　interpτeted　as　guaranteeing　fτeedom　of　ath1etic　aばivity　and　whose
Artic1e25can　be　seen　as　guaranteeing　the　construction　of　sports　facilities．It　is　clear　then，that　an
Japanese　people　have　the　right　to　ath1etic　activity，but　we　stin　lack　specific　laws　for　the　realization
of　this　right．
　　The　statement　of　objective　right　in　A竹icle25of　the　Constitution　explains　that　in　case　a　right
is　violated，any　person　may　seek　re1ief，but　we　haYe　no　laws　conceming　the　procedure　of　access　to
the　courts．
　　In　conclusion，it　is　necessa町to　enact　laws　of　the　type　refe耐ed　to　above　in　order　to　guarantee
the　people’s　right　to　spo武s．The　present　state　of　affairs　shows　that　the　legis1ature　has　not　properly
perfomeditsduties．
はじめに
　1975年3月，ヨーロッパ・カウンシルは，ベル
ギーのブリュッセルで初のスポーツ担当相会議を
開き，その1条で「市民は誰でも各々が希望する
ような形式でスボーツやプレイを行なう権利を有
する」とした「ヨーロッパ・みんなのスポーツ憲
章」を採択した．そこにいう条件整備の意図をも
含めた「みんなのスポーツ」（spo廿forall），すな
わち一部の選手のためではなく，すべての者を対
象としてスポーツが実践できる環境を整えようと
する動きは，1960年代の初頭からみることができ
る．西ドイツにおいて，「健康はすべてではない、
だが健康がなければすべてはない」をスローガン
としつつ，「角を曲がれば体育館があり，プールが
ある」状態を全国的に実現すべく「黄金計画」が
スタートし，カナダで「体力・アマチュアスポー
ツ法」が制定されたのはこの蒔期であった．60年
代中期になると，のちにヨーロッパ中で盛んにな
る「トリム運動」がノルウェーで始まっている．
70年代に入ると，アメリカでは，国民が定期的な
フィットネスとスポーツに参加することを励まし，
援助することなどを任務とする「大統領体力・ス
ポーツ審議会」が活動を開始し，イギリスでは，
その定款の冒頭に「スポーツと身体的レクリエー
ションに関する重要事項は，わが国政府機関の関
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心事である」と記した「スポーツ・カウンシル」
がロイヤル・チャーターに基づいて設立されてい
る．それらにやや遅れたものの，フランスでは，
「体育・スポーツの発展に関する法律」が新たに
制定されるに至った．そして，そうした動きを総
括する形で採択されたのが，国・自治体などのス
ポーツ施設整備義務を明確に謹った，ユネスコの
「体育・スポーツ国際憲章」であった．
　公的な財源によって条件整備を進め，国民すべ
てにスポーツ活動の機会を保障しようとする場合，
その条件整備の中に，指導者の養成や配置，プロ
グラムの提供といったことも含まれてくることは
いうまでもない．だが，国民が日常的にスポーツ
に親しむためには黄金計画の例にみるように，ま
ず身近なところに施設が必要なのであり，それゆ
え，スポーツ施設の建設こそが条件整備の核心を
占めることになってくる．現在，わが国でその任
にあたっているのは自治体であるが，財政に余裕
のない自治体にとって，国からの補助がなければ
それを積極的に推し進めることは難しく，したが
って，わが国における公共スポーツ施設の建設問
題を取り上げる際には，なによりもまず国の責任
についての考察が必要とされることになる．
　「みんなのスポーツ」が具体的な動きをみせは
じめた1960年代には，わが国においても，健康の
維持・増進とともに，より人間らしく生きるため
にスポーツをという，国民のスポーツ要求の高ま
りを背景として，憲法13条の幸福追求権や同25条
の生存権規定などに法的根拠を求めつつ，スポー
ツをすることは国民の権利であるとする主張が展
開されてきた．そして，そのような高まりに応じ，
72年には文部省の保健体育審議会答申「体育・ス
ポーツの普及振興に関する基本方策」が出される
ことになる．答申は，これまでのスポーツが「学
校中心，選手中心とする高度スポーツの振興」で
あったことを反省し，「すべての国民がスポーツが
できるよう条件整備の必要」をあげ，そのための
公共スボーツ施設の充実を謹いつつ，「市町村にお
けるスポーツ担当機構と職員の整備・充実」を指
摘し，その任務の一つとして「地域住民の自発的
スポーツ活動を助成する」ことが必要だとしてい
る．この答串に基づき，その数字自体はかならず
しも満足できるものではないものの，公共スポー．
ツ施設数は69年当時の約1万から80年には3万に
ふえ，全施設に対する比率も6．9％から13．5％にな
った．だが，臨調・行革路線を契機として，文部
省の社会体育施設整備費は年々大きな落ち込みを
みせるとともに，一方では，国民の権利・利益に
反すると思われる公共スボーツ施設の全面的な民
閻委託化が進行するに至っている．
　憲法上，スポーツをすることが権利であり，そ
の権利の中には国に対し，生存権規定に基づく条
件整備講求権が含まれるとする主張を展開する場
合，補助金の交付を含む条件整備の直接的な責任
を負うのは，文部省をはじめとする行政機関であ
るとしても，行政機関がそれを行なうためには法
律による行政の原理によって，条件整備の範囲・
基準・方法等が施行法律に定められていることを
必要とするところから，条件整備に関する立法が
不充分かもしくはまったく存在しないときには，
結局のところ立法権の立法義務が問窓となってく
る．そうしたことから本稿では，まずユネスコの
憲章を取り上げ，スポーツ権論を改めて見直しな
がら，最近の公共スポーツ施設をめぐる動向に触
れた後，生存権に関する具体的権利説に依りつつ，
権利が侵害されている場合の救済方法と，立法権
の立法義務について検討していくことにする．
　　　ユネスコの体育・スボーツ国際憲章
　1978年11月，ユネスコの第20回総会は，全会一
致で「体育・スポーツ国際憲章」を採択した．そ
の体育・スポーツ国際憲章は前文で，本憲章が国
連憲章と世界人権宣言に立脚していることを明ら
かにしつつ，1条において，「体育・スポーツの実
践はすべての人にとって基本的権利である」と規
定している．続いて同条1項は，その趣旨が活か
されるべく，「すべての人閻は，人格の全面的発達
にとって不可欠な体育・スポーツに親しむ基本的
権利を持ってレ・る．身体的，知的，道徳的能力を
伸ばす自由は，教育体系および社会生活の他の側
面においても保障されなければならない」と定め
ている．ここで注目すべきことは，すべての人問
の人格の全面的発達を出発点として，スポーツが
そのために欠かせない重要な部分であること，ス
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ポーツによる身体的，知的，道徳的能力の発達の
場が教育体系を通じてのみならず，社会生活の他
の場においても権利として保障されなければなら
ないとしていることである1〕．そして，そのための
条件整備の一環として，5条の「充分な施設と設
備は体育・スポーツに不可欠である」とする規定
を受け，同条2項において，「あらゆる段階の政府，
公的機関，学校および適当な私的機関は，協力し，
ともに計画し，体育・スボーツの施設，設備，用
具を提供し，最適な条件で利用できるようにする
義務がある」と定めている．
　ところで，そうした体育・スポーツ国際憲章が
採択されるに至った理由としては，次の3点が挙
げられている2〕．第1に，スポーツが世界各国の社
会発展にとって，なくてはならないものになった
という事実である．すなわち，発達した工業諸国
にとって，スポーツは，国民の健康の維持・増進
にとって必要なものであるということにとどまら
ず，文化的な生活内容をより一層充実させるため
に不可欠の要素として認められてきたということ
である．第2に，社会主義諸国における先駆的な
スポーツの位置づけの影響ということがある．例
えば，東ドイツ憲法（1968年制定，78年改正）18
条1項はrドイツ民主共和国は，平和，人道主義
および杜会主義的人間共同体の発展に奉仕する社
会主義文化を促進し，保護する」と定め，これを
受けて，同条3項は「体育，スポーツおよび旅行
は，社会主義文化の要素として，市民の全面的な
肉体的および精神的発展に奉仕する」と規定して
おり，それによってスポーツの促進が，国家の重
要な任務であることを明らかにしている．そうし
たスポーツの位置づけと権利規定にみられるスポ
ーツ理念が，本憲章の採択に影響を与えたという
ことてある．第3に，資本主義諸国においても，
スボーツの条件整備が社会的な課題になってきた
ということがある．国民がスポーツを生活の中に
位置づけようとしても，私的なレベルでは，その
ための条件整備を進めることは不可能である．ポ
ケットマネーで体育館を建てることはできない．
したがって国民のスポーツ要求を満たすためには，
公的な財源からの支出によって，社会的にスポー
ツ活動の条件整備をせざるをえないことになる．
第3巻第1号1990
1960年代から始まった資本主義諸国における，そ
うしたスポーツ活動のための社会的条件整備の要
求が，本憲章を生み出す大きなカになっていると
いうことである．
　この憲章は条約ではなく，したがって法的拘束
力はないものの，スポーツの権利性と国・自治体
などの条件整備義務を明確にした重要な国際的合
意文書であり，わが国はそこに規定された内容を
実現できる力を有していることから，その理念を
具体化していくことは国際的な責務であるといっ
てよかろう．また，そのことは同時に日本国憲法
上からの義務であるとも考えられる．
　　　　　　　スポーツ権論序説
　体育・スポーツ国際憲章の採択に先立って，国
内でもスポーツをすることが権利であるとの主張
がなされ3〕，その後，憲法上からする数々のスポー
ツ権論構築の試みがなされてきた．例えば永井教
授は，教育基本法1条の「心身ともに健康な由民
の育成」がとくに注目されるべきであり，そのよ
うな目的の教育を受けることを憲法はすべての国
民の権利としたのであって，そこに「権利として
の体育・スポーツ」の原点があるとし，26条の教
育を受ける権利に体育・スポーツ権の根拠を求め
ている4〕．また松元教授は，スポーツは多面的な機
能を有しており，人格の発展にとって不可欠な要
素であって，高い文化的価値が認められるとしな
がら，13条の幸福追求権こそがスポーツ活動の自
由を保障する規定であるとし，一方，社会権とし
てのスポーツ権は，体力と健康の増進をはかり，
精神的・身体的発達を求める権利とすることがで
きるのであって，当該権利は25条の健康で文化的
な生活に含まれると述べている5〕．それらの提案は
重要な指摘を含んでいると考えるが，基本権とし
てのスポーツ権の踏み込んだ検討に入る前に，国
内でスポーツ権の主張がなされるようになった背
景と，憲法論との結付きについて簡単に触れてお
きたい．
　1960年代における高度経済成長政策の展開は，
たしかに国民に物質的豊かさをもたらしたが，そ
の一方では，労働の合理化による労働形態の変化
が進行し，さらには自然環境の破壊，公害の多発
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など，さまざまなひずみを生み出すに至った．そ
のようなことを背景として，国民のスポーツ要求
が増大してくることになる．そしてその要求の根
底には，生命・健康破壊からの回復を望むととも
に，たんに生存するだけではなく，文化としての
スポーツを享受することによって自己を取り戻し，
より人間らしく生きたいという願いがあった．そ
の要求は正当なものであり，しかもこの問題は個
人的な範囲にとどまるものではなく，社会的な問
題にほかならないということである．つまり，国
民のスポーツ要求は社会的な原因によって発生し
てきたのであるから，それを解決するための条件
整備は国の責任においてなされるべきだというこ
とになり，そのことが「権利としてのスポーツ」
の原点となっているのである6〕．権利としてのスポ
ーツ，すなわちスポーツ権は，たしかに従来の基
本権のカタログには含まれていなかったが，しか
し，基本権と呼ばれるものの内容は決して固定さ
れたものではない．今日における基本権が「人が
社会の一員として，自己の精神的ならびに肉体的
能力を発揮して，人問に値する生存を維持するの
に欠くことのできない権利のことである」ηとされ
ていることから，社会の変化に伴う人々の要求に
よって，むしろ新しい権利がその中に加えられな
ければならないということなのである．その場合，
憲法の改正は容易でないことから，既存の条項の
読直しという方法が取られることになる．その際
に，すなわち基本権の憲法上の根拠を考える場合，
複数の規定に依るよりは，できうる限り個別的・
具体的な条項によって解釈することが望ましいと
する見解8〕にもたしかに聞くべき点はあるが，しか
しスポーツ権については，むしろ環境権や健康権．
と同じく，複数の規定に基づく体系的解釈によっ
て捉えられるべきであり，そのことによって，憲
法的基礎づけをより確実なものとすることができ
るのではあるまいか9〕．そのように考えていること
を，あらかじめ付け加えておきたい．
　　　　　　憲法13条とスポーツ権
　それらを前提としたうえで，では，スポーツ権
は憲法上のいかなる条項に，その法的根拠を求め
ることができるのであろうか．緒論的にいえば，
松元教授が試みた’ように，スポーツ権の根幹的な
保障規定として，13条と25条を挙げることができ
るということである．
　憲法13条は，「人権の基本である個人の尊厳の確
保を保障したものであり，それに必要な人権を包
括的に『幸福追求権』と規定していることから，
14条以下の人権規定の総則的規定であることは明
らかである．つまり『幸福追求権』は，憲法上例
規されている個々の人権のたんなる総称ではなく
て，それらを含むところの，国民個人の生存と生
活にとって必要不可欠なすべての基本的人権を包
括する一般的な基本権」m〕であるといってよいと考
えるが，本条がアメリカ独立宣言に由来し，基本
的には国の不作為を求める自由権としての性質を
有していることと，そこから国の作為を求める社
会権的側面を捉えようとしても，本条がきわめて
包括的・抽象的であることは否定できず，具体的
に権利内容を確定することが困難であることなど
の理由から，本条とスポーツ権の関係の考察にあ
たっては，その自由権的側面に焦点を絞って論じ’
ることが妥当であると思われる．
　憲法13条の「幸福追求の権利は，個人人格と言
う基本価値をその核心にもつところの人格的生存
に必要なすべての権利を意味する」といわれ，そ
の具体的内容として「人格の発展としての活動の
自由」を含むとされている11〕．スポーツが人の精神
的・身体的発達，すなわち人格の発展に貢献しう
るものであることは多くの論者の認めるところで
あり，また，ユネスコ憲章が国際的に確認してい
るところでもある．したがって，ここではそれに
ついて深く立ち入ることはしないが，ただ前述の
有カ説によれば，13条によって保障される権利は，
「人格価値を核心にもつ人格的生存に必要な生活
上の利益に対するもの」12〕とされていることから，
スポーツが「生活上の利益」であるかどうかが問
われることになる．これについては，スポーツが
生産的労働とは別の行為であるからといって，そ
のことからただちに実生活とはまったく無縁のも
のとすることは実際的ではあるまい．そして，ス
ポーツのもつ健康の維持・増進機能を含めた精神
的・身体的発達の働きは，明らかに「生活上の利
益」といえるのであり，それゆえスポーツは，13
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条の規範内容にほかならないと考える工3〕．
　そめようなことから，憲法13条は同25条を含む
基本的人権の総則的規定であり，包括的な基本権
であって，その保障対象の中にスポーツが含まれ
ていることは認められるものの，しかし法的権利
としてスポーツ権を主張していく場合には，主と
して自由権としてのスポーツ権を保障していると
捉えるべきであろう．具体的には，スポーツ団体
結成の自由とそこでの自治が基本的に21条によっ
て保障されていることから，スポーツ活動の自由
が，本条によって明確に保障されていると解され
るのである．
　　　　　　憲法25条とスポーツ権
　憲法25条は，個人の努力によってはいかんとも
しがたい，資本主義の高度化に伴って生じてきた
さまざまな社会的弊害（失業や貧困など）を是正
し，自由や平等を実質的に保障すべく生まれてき
た条項であるといってよい．つまり，本条は自由
権の補完物として保障されるに至ったのであり14〕，
それゆえ本条は自由権的側面も有しているものの，
その基本的性質が社会権としてのそれにあること
はいうまでもない．ところで，本条の本来の趣旨
が経済的生活の窮追を救済することにあったこと
は否定しえないが，本条の内容は「時と所によっ
て，ちがいうる」15〕のであり，立法者意思に拘束さ
れるとするべきではあるまい．本条に基づく環境
権や健康権の主張は，その適例であるといってよ
かろう．
　この社会権としてのスポーツ権についてまず問
題となるのは，本条に基づき，国民が国に対して，
一定限度のスポーツ実践のための条件整備を要求
することができるのかということである．スポー
ツ権が立脚する生存権規定の効力をめぐって，学
説は大きく3つに分かれている．第1説は，25条
は政治的・道徳的な義務を規定しているにすぎず，
法的な義務ではないがゆえに，国の義務違反は裁
判上訴求することはできないとする16〕．第2説は文
字通りのプログラム規定説と異なり，25条は法的
な権利であるが，そこに強制的な力はなく，した
がって権利が侵害され，義務が履行されない場合
にも，その違憲性を本条を根拠として訴求するこ
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とはできず，生存権が具体的な権利となるのは，
立法によって現実的な請求権とされた場合である
と説く1・〕．第3説は，25条の定める生存権は具体的・・
現実的な法的権利であり，一般的・直接的な裁判
規範であるとする1畠〕．第3説の，いわゆる具体的権
利説が正当であると考えるが，しかしそこには，
訴訟手続上のいまだ解決されない難問が残されて
おり，現時点において，25条に含まれると考えら
れるスポーツ上の内容を確保・充足するためには，
既存の法の改正か新たな立法が必要であることを
否定することはできない．しかしながら，スポー
ツ権が憲法上に保障された具体的な権利であると
するならば，法律の改廃によって権利たる性格が
失われることはなく，さらにそのことから，権利
内容を満たす法律の制定を，立法権に対して要求
しているといいうるのである．
　では，その内容は何か．25条の内容とレベルは
まさに「時によってちがいうる」のであり，現在
では「『最低限度の生活』とはその文言からみても
肉体的にも精神的にも人間に値する生活を意味し
ていることは明らかであるが，それは人聞が社会
生活において自らの尊厳を確保できるほどに充分
な最低限度の生活であり，．それは憲法13条の個人
の尊重原理の具体的な内容であるにほかならない．
したがってそれは『単なる動物的生存・衣食住な
どの物質的必要の最低限』という『最低生存費』
ではなく，一定の文化的生存を保障する生活水準
なのである」1帥としてよかろう．つまり25条は，生
存のために必要な経済的・物質的保障のもとに，
健康でかつ文化を享受しうるような生活を，国民
の権利としているということなのである．その場
合，本条でいう「健康」’を，生命・健康に対する
危険の排除というように狭く解する必要はなく，
健康を維持・増進することも含まれると考えられ
るのであり，また「文化」のうちにスポーツが含
まれることも自明のことであって，そのことは前
記憲章も「体育・スボーツは，教育と文化の不可
欠の要素」（2条1項）としているごとく，広く認
められていることであるといってよい．加えて，
健康の維持・増進機能を有する文化としてのスポ
ーツの実践は，人問の全面的発達に寄与するもの
であることから，スポーツ権は健康の維持をも目
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的とする健康権と，人間的に成長・発達する権利
としての学習権に接続しながら，しかも独自の基
本権として，本条の保障対象になっていると解さ
れるのである．
　したがって，13条によって白由権的側面を保障
されたスボーツは，「健康で文化的な最低限度の生
活」の一内容として，その基本的性質が社会権で
ある25条に基づき，国の積極的な関与・作為を求
め，施設の建設などをはじめとする条件整備を要
求する社会権的側面を保障されているとすること
ができよう．
　それに対して，教育の範曉に明らかに含まれる
体育の権利性については，憲法13・25条によって
も保障されているといいうるが，それよりもむし
ろ，26条を主要な法的根拠とする学習権に依るべ
きではあるまいか．現時点において，学習権はス
ポーツ権よりも一層詳細に理論構成がなされてい
るとともに，すでに司法的認知を得ており，先に
も紹介したごとく，明確で個別的・具体的な条項
が存在する場合には，それを法的根拠とすること
が望ましいと思われるからである．なお，この点
について付言しておくと，前述のように永井教授
は，スポーツと体育の法的根拠をともに26条に求
めているが20〕，26条の規定は25条の「文化的な生活
を営む権利」を具体化するものとして，とくに教
育を受ける権利について定めたものであるとする
憲法・教育法学上の通説からしても，文化として
のスボーツと教育としての体育の法的根拠は，そ
れぞれ別個に考察するのが妥当であろうというこ
とである．
権利の両面性と基準
　憲法25条の理念をスポーツに即していえば，そ
れはもともと私人の自由・自治にまかされた領域
であったが，そのような状態を放置しておくとす
れぱ，スポーツの自由は「スポーツをしたいと思
う自由」にとどまらざるをえないことから，スポ
ーツ実践上の実質的な自由や平等を，それを望む
すべての国民に保障することにあるといえよう．
したがってすでに述べてきたことから，また，国
民がより良い健康的・文化的・経済的な生活を求
め，自己の責任において生活を維持・拡充しよう
という行為が，国によって侵害された場合には25
条に違反し，違憲無効とされることからも21〕，スポ
ーツ活動の展開に際して，国の容曝・干渉・妨害
をいささかも許すものではないということである．
国みずからがスポーツ活動に介入し，その組織化
を図ったり，あるいはイニシアチブをとるに至っ
た場合，その背後には軍事的要求があり，それと
関連しつつ思想の統制の強化がなされ，結果とし
てスポーツそのものが死滅することは歴史の教え
るところであろう．そのことは条理上からも，ス
ポーツには国家権力からの自由と，またそれと相
関をなす自治が保障されなければならないことを
示しているように恩われる．
　そのような自由権としてのスポーツ権を踏まえ
たうえで，スポーツ参加の実質的な自由や平等を
確保するために，現時点においてより重視されな
ければならないのが，一個人や一スポーツクラブ
ではいかんともしがたい施設の建設などをはじめ
とする，条件整備を要求する社会権としてのスポ
ーツ権である．スポーツ権が自由権的側面と杜会
権的側面の両面を有することは，例えば憲法26条
に基づく学習権が，「学習の自由」「国民の教育の
自由」といった自由権と同時に，条件整備請求権
としての杜会権を有することと同様であり，その
ことは，現代的基本権の一つの特徴であるといっ
てよかろう．その両面の中で，スポーツ権につい
ては，とりわけ社会権的側面に関するより精綴な
理論棲成作業が望まれているわけであるが，だか
らといって，その自由権的側面が軽視されてよい
ということではない．先のようなことから，また，
国が自らに課された援助の義務を逆用し，援助の
名のもとにスポーツ活動の自由を規制し，あるい
はその内容に介入する危険性がつねにつきまとう
からである22〕．
　ところで上述の両面性のうち，杜会権としての
スポーツ権に関し，どの程度の外的条件が整えぱ，
権利が保障・充足されているといえるのか，それ
はどのような方法によって決定されるのかという
問題がある．これについては具体的権利説を提唱
する論者が，25条の最低隈度の生活水準を確定す
る際に考慮すべき要素は，「結局根源的には一定の
歴史的時期における社会の生産力水準であり，さ
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らにはそれと一定の相関関係に立つ国民の所得水
準や生活水準，さらにはその時期の社会的文化的
発達程度であろう．これらの要素は，今日の社会
科学や自然科学の水準からみれば，いずれも相当
程度客観的に確定することが可能である」23｝とし，
また朝日訴訟第一審判決が「健康で文化的な生活
水準」の確定に歯し，「健康で文化的な水準」は「決
して単なる修飾ではない」としつつ，その生活水
準は，「理論的には特定の国における特定の時点に
おいては一応客観的に決定すべきものであり，ま
たしうるもの」24〕と判示しているごとく，スポーツ
権に関する基準も結局のところ，一定の歴史的時
期における社会の生産力水準に求められるべきで
あろう．それに照らしたうえで，体育学・スポー
ツ科学の成果に依りつつ，具体的な基準が設定さ
れるべきであると考える．そうしたことを施設に
ついていえば，戦後間もなくの頃のように生産カ
水準がきわめて低い時期には，公共又ポーツ施設
が存在しなくてもやむをえないが，それが上昇し
ていくにつれて，「健康で文化的な最低限度の生活」
内容も上がるはずであり，地域杜会により多くの
施設が建設されるべきであって，それがなされな
い場合には，権利が保障・充足されているとはい
いがたいということになる．
　憲法25条には「最低隈度」という文言があるも
のの，国はこの間題を含めて，25条の規範内容に
含まれるすべてにわたって，最低限の保障をもっ
てこと足れりとするのではなく，より良き状態を
実現すべく努力しなければならないことはいうま
でもない．」しかし先の文言の存在から，最低基準
を越える保障は政策・裁量の分野に属し，その部
分についての不作為が憲法上の義務違反にならな
いのに対し，一定の基準を充足することは，国の
法的義務にほかならないということである．
　決定方法も含めて，その基準を考える際に参考
になりうるものとして，72年ユ2月の文部犬臣に対
する保健体育審議会答申「体育・スポーツの普及
振異に関する基本方策について」に掲げられてい
る整備基準がある．これによれば，国民が日常的
にスポーツ活動に親しむために必要なものとして，
例えば10万人の人口規模で，面積10，OOOm≡の運動
広場6カ所，面積2，840㎡のコート10カ所，床面積
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720㎡の体育館5カ所，床面積400mlの柔剣道場1
カ所，水面積400m！のプール6カ所が基準として示
されている．だが，当時の見通しを上回ってスボ
ーツ人口が増加していると思われる現状の中で，
85年の文部省による調査25〕によれば，整備基準の充
足度は体育館が52％，プールが29％，コートが24
％といった低率にとどまっている．それにもかか
わらず，施設の建設を支える文部省の社会体育施
設整備費は，89年度予算では63億円にすぎず，82
年の112億円からみると，半額に近い大幅な削減と
なっている．
　　　　公共スポーツ施設をめぐる動向
　そのような，社会体育施設整備費の減額の背景
には，軍事費を突出させる一方，教育・福祉関係
予算の削減を図った臨調・行革路線がある．83年
3月の臨調最終答申は，公共スポーツ施設の整備
について、「i）社会体育や杜会教育の施設は，そ
の整備が全国的に相当進んでいること，住民の身
近な施設であり基本的には地方公共団体独自で整
備すべきものであること等を考慮し，国の補助は，
受益する範囲の広い大規模かつ基幹的なもの，整
備水準が極めて低く財政力の乏しい地方公共団体
に対するもの等に隈定し，総額を縮減する．ii）
これらの施設に類似する各省所管の施設整備で，
国の財政支出を伴うものにっいても，同様の措置
をとる．iii）なお，上記i）及びii）の措置に伴
い各種施設の整傭が抑制されることとなるが，こ
れを補うため，学校や企業の体育施設等の開放が
一層推進されること’を期待する」と述べている．
要するに，公共スポーツ施設に対する以後の国の
補助はたんなる「縮減」ではなく，「大規模かつ基
幹的なもの」などの例外を除いて，それを廃止す
るというのである．そして，その理由として，公
共スポーツ施設の整備が全国的に相当進んでいる
ことをあげている．保健体育審議会の答申の後，
文部省自体と，スポーツを求める住民の要求を受
けとめた各地の自治体の努力により，公共スポー
ツ施設が一定の増加をみたことはたしかであるが，
しかし先にも述べたごとく，答申中にある施設の
整備基準に照らした場合，現状はとうていそれに
及ばず，「整備が全国的に相当進んでいる」とは決
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していえないのであり，わが国の地域社会におけ
るスポーツの条件整備が先進諸国と比較したとき，
大きく立ち遅れているという現象は依然として変
わっていないのである．
　臨調・行革路線は，そのようなスボーツ施設整
備費の極端な減額を図ることによって，資本のス
ポーツ産業への進出基盤を整える一方，既存の公
共スポーツ施設の民聞委託化をも推し進めてきた．
これは，自治体が一定金額を出掲し，「スポーツ振
異事業団」といった公益法人（主として財団法人）
を設立したうえ，それに公共スポーツ施設の管理・
運営のみならず，スポーツ教室などのスボーツ事
業までも委託するというものである．そうした民
間委託は，当然のこととして利用料金の値上げ，
公益事業の縮小と収益事業の拡大などへの道を開
くことになる．だが，各地で進められているこの
民間委託は，法的観点からみた場合，大いに問題
があるといえよう．例えば，地方自治法2条3項
は，自治体の本来の存在目的である公共事務（固
有事務）を例示しているが，その中には運動場（2
号）や体育舘（5・号）などの設置・管理義務が明
確に定められており，社会教育法5・6条，地方
教育行政の組織及び運営に関する法律の23条から，
スポーツ施設の管理・運営やスポーツ教室の開催
などは，教育委員会の権限であると同時にみずか
らが責任をもってなすべき職務であることが規定
されているからである．また，なるほど地方自治
法はその244条の2の3項において，公の施設であ
るスポーツ施設の管理を「公共団体又は公共的団
体に委託することができる」と定めているが，し
かしそれは，「住民の福祉を増進する目的をもって
その利用に供するため」（244条1項）に設けられ
る公の施設の，「設置の目的を効果的に達成するた
め必要がある」（244条の2の3項）場合に限って
認められるということなのである．そこでいう設
置目的の効果的達成とは，いうまでもなく経済的
効率性をさすわけではない．公の施設が住民の福
祉を増進するために設置され，管理・運営される
べきものであることからすれば，現代行政運営の
要件とも考えられる民主性，平等・公正性，継続・
安定性，無料・低料金，専門職員の適正な配置な
どが保障されてこそ，はじめて委託が許されると
解すべきであろう2箇〕．そのような観点から現状をみ
た場合，一般的にいってとうていその要件を満た
しているとはいえず，違法の疑いがきわめて濃い
ことを指摘できるからである．
　　　　具体的権利説と立法権の立法義務
　公共スポーツ施設の建設が進まず，その一方で
既存の施設の民閻委託化が推し進められるに至っ
た根本的な原因は，結局のところ「はじめに」で
も述べたごとく，行政機関にスポーツ権を充足す
べく義務づける法律が制定されていないというと
ころにあると考える．したがって，ここで改めて
大須賀教授の生存権規定に関する具体的権利説27〕
に依りつつ，立法権の立法義務についてみていく
ことにする．
　大須賀教授はまず，従来のプログラム規定説の
根拠に合理性がないことを主張する．すなわち第
1に，憲法が前提とする体制は資本主義であり，
生存権を具体的権利であるとする実質的前提を欠
くとする点については，生存権はそもそも現代資
本主義国家において構造的に生じた諸矛盾を，国
家の積極的な関与によって解決しなければ，体制
自体を維持できないという歴史的状況のもとで保
障されたものであって，その発生の母胎である資
j本主義体制を理由として，生存権の権利性を否定
することは論理の自家撞着というべく，根拠とし
ての正当性を欠くとする．第2に，生存権の内容
を実現するために制定される法律が必要とする予
算は，国の財政政策の問題であり，生存権の実現
は政府の裁量事項であるとする点については，今
日，予算が法規範性を有することは一般的に認め
られており，したがってそれが最高法規たる憲法
に拘束されるのは当然のこ’とであり，制定された
法律に必要な予算措置を講じることは，むしろ国
の憲法上の義務であって，予算が政府の裁量事項
であるとする主張は正当ではないとする．第3に，
生存権の具体的な保障規定を欠くとする点につい
ては，それはいわゆる受益権についてもあてはま
るのであり，例えば公務貝の不法行為による損害
賠償請求権や刑事補償請求権を規定した条項はい
ずれも抽象的であって，その具体的内容は国家賠
償法や刑事補償法によってはじめて具体化するの
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であり，両条項には「法律の定めるところにより」
という文言があることが生存権条項とは異なるが，
およそ憲法上の権利が個別的な問題に即して法律
により具体化されるのは憲法条項のすべてにかか
わる一般原則であり，そのような形式的な文言の
有無によって，その権利の実質をかえるものでは
ないとする28〕．
　以上のような消極的論証に続いて，論者はさら
に激密な論理を展開しながら，憲法25条は，法律
による行政の原理に基づいて行動しなければなら
ない行政権を直接に拘束するほど明確ではないが，
立法権と司法権に対しては，それらを拘束するの
に足りる明確な内容を有しており，それゆえ国民
が立法権に対し，権利の内容にふさわしい立法を
行なうよう請求できることを，積極的に論証し，
明らかにしている29〕．
不作為の違憲確認訴訟
　それでは，立法権の不作為によって，権利内容
を満たす立法がなされないか，あるいはきわめて
不充分な法律しか存在しない場合に，具体的にど
のような救済方法が考えられるのであろうか．立
法権と同じく，憲法25条の権利保障の名宛人であ
る司法権に対し，いかなる形態の訴訟が提起しう
るのかが次の問題となってくる．この点について
大須賀教授は，「生存権が具体的な法的権利であり，
それが司法権を直接の名宛人としている以上，そ
の権利侵害が裁判により救済されなければならな
いのは，憲法上当然の帰結であるといえよう」と
述べ，立法権の義務の解怠によって生存権の侵害
が生じている場合には，国民は，その不作為が違
憲であることの確認を裁判所に求めることができ
なければならないとしながら，それが作為義務づ
け訴訟ではなく，不作為の違憲確認訴訟にとどま
るのは，「立法権の権隈と司法権の権限との対立関
係，それを原理的にいえば権力分立ことに国会の
最高機関性の要請と裁判所による個人の侵害され
た権利の救済の要請との衝突の問題が存在する」
からであり，違憲確認訴訟では，「特定の不作為の
違憲性が確認された場合には，その判決の効果は
直ちに国会に法改正もしくは立法を義務づけるも
のではなく，その判決に対し，何らかの意思表示
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を具体的になさなければならないことを義務づけ
るにとどまるのである」から，国会の最高機関性
を侵害せずに個人の権利侵害を救済するという，
裁判所の憲法上の義務の遂行が可能になると説い
ている呂o〕．
　だが，それを現実のものとするためにぽ，「違憲
確認訴訟の手続は，新しい訴訟類型の構成，無名
抗告訴訟としての構成，訴えの利益，当事者適格，
違憲判決の内容と効力など多岐にわたる問題をふ
くんでおり，そのいずれもなお解明の必要がある」31〕
うえに，「司法権の作用もその権限ならびに手続に
ついて準拠法偉が必要であり，しかも立法権の不
作為の違憲性の確認をもとめる訴訟は現行の訴訟
法ではカバーしえない新たな訴訟類型であるから，
それを可能にする訴訟手続法が必要」32〕とされてい
るのである．したがって，手続にかかわる諸問題
の解明が進められなければならないが，しかしこ
こで確認しておくべきことは，立法権の不作為の
違憲性を争うことができる訴訟手続法を制定する
ことは，25条の規範内容にふさわしい立法をなす
ことと同様に，立法権の憲法上の義務にほかなら
ないということである鯛〕．
　そのような訴訟手続法が制定されるまでは，上
述の方法によって，生存権・スポーツ権の社会権
的な侵害に対する救済を求めることはできない．
しかしそうした現状においても，一般論としてい
えば，憲法25条の規範内容を具体化する法律が存
在する場合には，その法律自体の，あるいはその
法律に基づく行政処分の違憲性を争うことは可能
である．すなわち，現行の訴訟制度のもとでは，
違憲審査権の行使は具体的事件性の要件を必要と
していることから，25条に関係する法律が不充分
なものであっても，ただちにその法律の違憲性の
審査を求めることはできないものの，当該法律の
もとに権利義務をめぐる具体的な争いが起こり，
事件が裁判所に提起された場合には，それを解決
する前提において，その法律の違憲性の存否が問
われることがありうるからであり，そしてもし違
憲判決が下されるならば，権利を充足するよう，
その法偉を改正することを立法権に対して義務づ
けることになると思われるからである34〕．
　だが，そうした一般論が，スポーツ権が侵害さ
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れている場合に，救済方法として適用できるのか
ということである．そのような観点から，現時点
でのスポーツに関する基本法ともいうべきスポー
ツ振異法を取り上げていくことにする．
　スボーツ振異法による行政訴訟提起の可能性
　スポーツ振興法はその1条で，「国民の心身の健
全な発達と明るく豊かな国民生活の形成に寄与す
ることを目的とする」と規定していることから，
立法の趣旨がいかなるものであれ35〕，全体として憲
法25条に関違を有し，国民の有するスポーツ権に
関係する法律であることは明らかであるといって
よかろう3の．そして本法に基づく，抗告訴訟とりわ
け取消訴訟を代表的な形態とする行政訴訟の提起
については，他のいくつかの分野と同様に，その
前提として，行政事件訴訟法の求める「処分性」
「訴えの利益」「原告適格」といった要件を満たす
ことができるのか否かという問題はあるが7〕，緒論
的にいえば，訴訟提起の可能性は皆無ではないと
考えられる38〕．
　しかしながら，スポーツ振興法の規定は，例え
ば9条から16条にわたって，そのすべてに「努め一
なければならない」とする文言があり，あるいは
　「奨励しなければならない」（7条1項），「特別の
配慮をしなければならない」（8条）など，通説に
よれぱ，いわゆる綱領的な規定とされるものがき
わめて多く，また，それがない場合には，「必要な
措置」（5条），「必要な援助」（7条2項）といっ
’た，内容を確定することが困難な概念が用いられ
ているとともに，要件についての定めも欠いてい
ることから，訴訟提起に関して，致命的ともいえ
る制約が存在することを否定することはできない．
加えて，本法20条は国の補助義務にっいて規定し
ているが，その予算配分の不作為について，訴求
する手段を見出すこともできない．そうしたこと
から，本法がスポーツ権にかかわりをもつ法律で
あることは確かであり，権利の侵害に対する訴訟
提起にっいて，わずかな可能性は有するものの，
全体として捉えた場合，’本法に基づいて違憲を主
張することにより，結果的にその改正をもたらし，
権利内容を充足することはきわめて困難であると
いわざるをえない．つまり，ここにおいてもまた，
他の生存権領域に関する実体法と手続法の不備・
欠鉄と同じく，スポーツ権を実質的に確保し，権
利の侵害に対して救済を求めうる法律についての，
立法権の不作為が存在するのである．
　　　　　　　　結　　　語
　ユネスコの体育・スポーツ国際憲章は，スポー
ツを求めるすべての国民のためのスポーツ施設整
備義務が国にあることを明確に規定しており，そ
れを推し進めることは国の責務であるにもかかわ
らず，わが国における公共スポーツ施設の不足は
一向に改善されず，義務の違反状態が続いている．
　一方，その義務に対応する「スポーツをするこ
とは人の権利である」とする国際的認識は，わが
国の憲法上からも確認することができる．すなわ
ち，健康の維持・増進機能を有する文化としての
スポーツの実践は，人間の全面的発達に寄与する
ものであることから，憲法13条の幸福追求権によ
って，国民は「スポーツの自由」を保障されると
ともに，同25条の生存権規定によって，条件整備
請求権を有するといえるからである．だが，それ
にもかかわらず，最近の文部省の社会体育施設整
備費は犬幅な減額を続けると同時に，既存の公共
スポーツ施設の全面的な民間委託化が進行してい
る．
　生存権に関する具体的権利説は，憲法25条は具
体的な法的権利であり，それゆえ権利が侵書され，
充足されない場合には，司法権に対して救済が求
められるべきであると説いている．当該問題に即
していえば，国民は，行政機関が公共スポーツ施
設の建設を進め，その管理・運営を適切に行なう
ことを義務づける準拠法律の不存在という，立法
権の不作為による違憲状態の確認を裁判所に求め
うるということになろう．だが，そうした違憲確
認訴訟を現実のものとするためには，そのための
手続法が制定されなければならない．
　そうした現状においても，一般論としていえば，
憲法25条の規範内容に関する立法がなされている
場合には，それに基づいて違憲の主張を展開する
ことは可能である．けれども，スポーツの分野で
それにあたるスポーツ振興法は，訴訟を提起し，
違憲を主張していくために必要とされる条件をま
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ったくといってよいほど欠いている．
　つまり，国際的に認められているとともに，わ
が国の憲法上からも基本権として保障されている
といいうる国民のスボーツをする権利を，社会権
的側面の侵害から救済し，充足するための立法の
不存在という，立法権の不作為を明らかに指摘す
ることができるのである．
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